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＜論文内容の要旨＞

21世紀を迎え、中国の急速な経済発展が世界の

注目を集めている。主に外資を利用した、政府の

政策的、行政的誘導に基づく生産活動の活発化は、

今日のグローバル化した世界経済の流れとも重な

って、「世界の工場」に擬せられるほどの隆盛を

生み出している。そればかりでなく、近年は国内

市場の成長とも相まって、単なるモノ作りの拠点

としてだけではなく、13億もの巨大な人口を抱え

た一大消費市場、いわば「世界の市場」への発展

と成熟をも促している。しかし中国での実際の事

業活動は外国企業にとって華々しくたやすいもの

ばかりではなく、成功と同時に失敗も多く発生し、

撤退を余儀なくされているケースも少なくない。

著者は香港貿易発展局に勤務し、長年にわたって

そうした現実をつぶさにみてきた経験から、これ

を直視し、光と同時に陰の部分をも合わせ持つ中

国での事業活動の展開の深奥に迫るため、本論文

において、中国独特の人的ネットワークの形成と

その定着＝習慣化に着目して、その中に中国の伝

統的な価値観がどのように受け継がれ、あるいは

変容され、そしてまた外国のー特に欧米風の近代

的なー経営思想と渾然一体となったものとして、

今日どのように展開されているかを、インタビュ

ーやアンケート調査を中心にして実証的に分析

し、それを基にした理論的な考察を通じて、その

本質の構造的、体系的な解明を試み、さらには今

後の日本企業への有益な示唆を示している。野心

的で貴重な試みだといえよう。本論文の構成は以

下のとおりである。

序章

第一章　華人ネットワークに関する先行レビュー

第二章　華人ネットワークの現代的機能―実証

研究（Ⅰ）

香港調査―香港企業の中国事業におけ

る華人ネットワーク性の発露研究―

第三章　華人ネットワークの現代的機能―実証

研究（Ⅱ）

中国・北京市、上海市、武漢市調査―

中国沿海都市EMBA生における華人

ネットワーク性の発露研究―

第四章　華人ネットワークの現代的機能―実証

研究（Ⅲ）

香港企業ケース：利豊集団における華

人ネットワーク性の発露研究

第五章　華人ネットワークの現代的機能―実証

研究（Ⅳ）

香港調査：香港株式市場上場企業役員

兼任における華人ネットワーク発露の

研究

第六章　まとめ：華人ネットワーク理念型で説

明する現代中国事業の課題

終章

謝辞

参考文献リスト

補論

付録Ⅰ：香港サーベイ調査資料

付録Ⅱ：北京・上海・武漢サーベイ調査資料

まず序章では本論文の基本的な意図と視角が提

示されている。著者は中国での事業活動の成功と

失敗の事例からその本質的な特質を摘出しようと

努めてきたが、そこで着目したのは、高信用性と

いう特徴である。そして膨大な先行研究に足を踏

み入れ、経済・経営にとどまらず、社会、政治、

文化、イデオロギーなどの広範な領域において展
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開されている考えを歴史的な文脈とともに考察を

重ねた結果、基本的な概念として、儒教、兵法、

国情に加えて、華人ネットワークという概念を摘

出するに至った。そこでこれら４つの基本ターム

を基軸に据えて華人経営を概観するという理念型

のモデルを想定し、それが実際の華人経営の現場

でどう意識され、活用され、そして定着している

かを探るため、個人、組織、組織間（企業間）の

三層のレベルで検証していくという研究課題を設

定する。

次に第１章は、以上の４つの基礎概念の中から、

いかにしてその中核的な概念として華人ネットワ

ークの導出に着目するに至ったかを膨大な先行研

究の検討と整理を通じて考察し、跡づけているが、

そこでの著者の重要な発見は、この華人ネットワ

ークの研究がこれまでは社会構造などマクロ構造

にとどまっていたが、これを個人の意識を含むミ

クロレベルにまで掘り下げて分析する必要性と、

それが単なる歴史的な遺産としてではなく、今日

の華人経営へ実際に応用されている能動的なもの

だという、現実的な基盤を重視する視点である。

そこから、「個」、「小我、大我」、「君子、小人」、

「郷愿」などの最小単位を構成する基礎概念、そ

してそれらを結びつける際のモジュールとしての

「関係」、結節部材としての「縁」、「人情」、そし

てこの「関係」の質を決める「自己人、外人」、

またその有機化としての「公」、「合股」、そして

社会装置としての「互助組織」、さらには潤滑油

としての「中華円卓」、「礼品」などの諸概念を

次々と導出し、定義づけ、さらには展開していっ

て、それらの関連を懇切丁寧に説明していく。と

りわけ、「関係」概念の重要さに着目しているが、

そこでは信憑性を測る正当性、相手側の利用度合

をみる意図性、そして自己犠牲の有無を判断する

コミットメントの、三段階で誠実性が問われるこ

とを検出し、そして最後の自己犠牲の度合がその

際の決定的な決め手になると結論づけ、ここに至

ると、中国独特の「華人ネットワーク」は極めて

強固なものになるという認識を示す。

第２章以下はこれらの理念型モデルを実際の個

人（第２章、第３章）、組織（第４章）、組織間

（第５章）の三層レベルで検証していく作業を行

っているが、特に重視したのは、香港での企業調

査と、北京、上海、武漢の三カ所でおこなった、

個人にたいする詳細なアンケート調査とその結果

の分析である。なおアンケート項目ならびにその

回答結果などの生のデータは本論文の付録として

末尾に一括して掲載されているが、これ自体が極

めて重要な資料的価値を有する貴重なものであ

る。

そこで第２章では香港の華人中小企業17社を対

象にした調査であるが、製縫、電子、石細工、

鞄・帽子、プラスチック成型、眼鏡、雑貨類、情

報サービスなど広範な産業分野を網羅しており、

全体を概観する上で過不足のないものになってい

る。そこでの結論は華人ネットークが現実に息づ

いていることを証明するものであったが、とりわ

け、外貨の送金、債権管理と回収、販売活動、取

引先の選定、紛争解決、税務管理、信用調査など

において強固な紐帯として不可欠な役割を果たし

ていることが証明される。

第３章は北京（90名）、上海（146名）、武漢

（76名）でのMBAの学生で、上級ならびに中級の

管理職や専門技術者を対象にし、かつその勤務先

も国有企業、合弁ならびに外資企業、民営企業な

どを網羅したものである。外国人が直接にアンケ

ート調査を実施してもその信憑性には疑問符が付

くし、そもそもアンケート調査の実施そのものが

不可能なことが多い中で、細心の注意を払い、中

国人スタッフの協力の下で実施したこのアンケー

ト調査は、設問内容の設定（67項目）、回答母数、

地域、対象者の該当性などの諸側面から判断して、

極めて貴重かつ信憑性の高いものになっている。

これ自体が博士論文に値するものだと結論づけて

も言い過ぎにはならないような価値を有してい

る。そこでの結論は華人ネットワークのミクロ構

造としての「君子」、「関係」、「人情」、「血縁」、

「自己人、外人」の区別など、理念型モデルで想

定した諸概念の現代的な発露の確認であった。

第４章は今度は香港の財閥系企業の有力な一つ
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である利豊集団を取り上げて、その経営者とのイ

ンタビューと、別に得た資料の分析から構成され

ている。利豊集団は広東の買弁企業として1880年

に創業され、今日では売上高5,000億円、従業員

4,000人を数え、貿易・総合商社活動を中心にし

て各種の製造・サービス活動を全世界で展開して

いるネットワーク型の企業集団である。このよう

に広範囲かつ多面的に展開している巨大企業であ

りながら、その経営の実権は同族を中心にした狭

い家族内に握られているという特徴を持ってい

る。その競争上の優位性はSCM（サプライチェ

ーンマネージメント）とリニア型のオープンネッ

トワークにあるが、ネットワークの形状に独特の

ものがある。事業組織面では世界的な展開につれ

て、華人ネットワークの原型である「血縁」から

次第に離脱して、有中心形状から無中心形状に、

そして中国から全世界的なものへと広がり、リー

ダーシップのやり方も家父長主義的なものから民

主自由主義的なものへと変化してきている。しか

し所有と統治に関しては血縁を中心とした伝統的

なネットワークを維持していて、創業者家族を中

心にした紐帯が強固に確保されていて、所有の分

散を避け、財務能力（富）の独占が存続している。

したがって、今日のグローバル化に合わせたネッ

トワークの革新性が事業活動の世界的な展開には

みられるものの、その所有、とりわけ財務面では

旧来の保守的な所有観念が強固に息づいているこ

とになる。

第５章はこれをさらに香港における大企業での

特徴に昇華、総合させるために、上場企業40集団

主席の、他の企業への役員兼務の実態を一次デー

タを基にして分析したものである。このデータを

集めること自体が貴重なものだが、それを克明に

分析して、一覧表に整理した著者の努力は貴重な

ものである。そこでは横断役員兼務の事実が明ら

かにされたばかりでなく、その際に公職といわれ

る行政、大学・教育、慈善団体、受勲暦などが重

要なステイタスとして、またネットワーク形成上

の「善縁」として利用されていること、社会奉仕

が「大我」や「君子」の発露形態として位置づけ

られていること、共同出資事業が「合股」理念の

発露と考えらることなどが明らかにされる。

第６章はこれらの詳細な検討を通じて、当初に

設定した理念型モデルの現代における有効性が証

明されたという結論を再度確認し、その上で終章

において、本論文で取り上げた、現代の中国での

事業課題と華人ネットワーク理念型を関連づける

ことによって、個人レベル、組織レベル、企業間

レベルにおけるカテゴリー別のビジネス事象の説

明が可能になるばかりでなく、それによって対処

の方法や将来の変化への予見性も高まること、華

人ネットワーク理念型の消極面と積極面とを巧み

に使い分けることが、現代の中国での事業展開の

現場では有効であること、そして華人ネットワー

クは次第に本土経済にも深く浸透していって、本

土経済の本質を形成するにまでなりつつあるとい

う総括的な結論を導いている。

なお、補論として華人ネットワークの理念型モ

デルの全体に関して概括的に論じた別著『中華文

化圏進出の羅針盤』2005年、ユニオンプレスが添

えられているが、これは対象が実務家相手で、啓

蒙的な性格が濃厚なことや、本博士請求論文の評

価には直接に関わらないと思われたので、ここで

の審査対象とはしなかった。

＜論文審査の結果の要旨＞

本論文の意義はまずなによりもその現実性と実

用性にある。経営に関するものは多かれ少なかれ

そうした側面をもたなければ説得力を持ち得ない

とはいえ、ここで直接に課題にしているのは、中

国における事業活動の展開である。中国が改革・

開放政策を実施して、「社会主義計画経済」から

「社会主義市場経済」へと大きくシフトしてから

多くの日時を経ずして、世界経済の第一線に躍り

出た。しかもそれまでは、それとは別な西欧世界

に開かれていた香港の返還も一国二制度として実

現するに至った。こうした急激な変化を経験して

急速に成長してきている中国における事業活動を

対象にし、さまざまな要素が混在する現実の大海

に飛び込み、そこから実態的な事実確認にとどま
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らず、熟慮の末に抽象的な基礎概念を検出し、そ

れを一定の理念型モデルに昇華させて、首尾一貫

した、体系的なものとして理解したうえで、それ

をインタビューやアンケート調査を通じて実証的

にも検証して、有効性を確認しようとする姿勢と

努力は見事なものである。著者が現実をつぶさに

観察できる現場に身を置いてきたというメリット

を最大限に活用しつつも、客観的かつ冷静に事態

を見守りつつ、そこから、より原理的で抽象的な

考察にまで掘り下げ、一般的な結論を導き出そう

とする姿勢をとり続けたことが、この研究を単な

る実証分析に終わらせない、研究論文としての奥

行きの深さと真実みを与えている。

第２にその際の著者のキー概念としての「華人

ネットワーク」へのこだわりである。儒教、国情、

兵法を繋ぎ、その中枢にあるものとしての華人ネ

ットワーク概念の抽出とそれを中心にした体系

的、構造的な整理と構築は本論文での著者のハイ

ライトである。それで整理すると、従来、とかく

中国的特質として、中国古来の伝統的な万古不易

なものとして、あるいは多分に神秘的で時代錯誤

的に語られてきたかの印象のあるものの全容が、

極めて自然かつ現実的な基盤を持ったものとして

眼前に広がってくる。その点での著者の着眼点と

それを体系的に展開できた論理能力は見事なもの

である。しかし、このことの指摘はできても、そ

れを検証することは容易ではない。著者はこの概

念を社会的な、いわばマクロの概念としてばかり

でなく、個人の意識や日常的な人的関係をも律し

ている、いわばミクロレベルでも発現しているも

のと考える。それをアンケート調査やインタビュ

ーを通じて検証しようと試み、肯定的な結論を引

き出すことに成功を収めている。その点でのオリ

ジナリティとユニークさは強調されるべきであ

る。

第３に現実性の根拠としての直接のアンケート

調査の実施に成功した点である。北京、上海、武

漢の三地域のMBA（経営大学院）の学生で、か

つ現実にも企業の上級、中級の幹部を担っている

実践舞台の中堅幹部以上の人々に詳細なアンケー

ト調査を実施し、その生の声を率直かつ正確に反

映させれたことである。これは中国のスタッフの

広範で親密な協力が得てこそでき得た成果で、こ

れ自体に成功したことは著者の日頃の人的なネッ

トワークがいかに強固であるかを示しているとも

いえよう。この貴重な成果は一人著者のものばか

りでなく、華人経営と中国での事業活動に従事す

る企業家、専門家、研究者にも共有されるべき共

通の財産になろう。その点では、今後あらゆる面

でこの分野の研究が深められるであろうが、その

際に必ず参照にされる、基本的な調査となるべき

意義を有しているといえよう。

第４に著者は実務家ではあるが、先行研究に関

する膨大な文献の渉猟やそれに基づく整理と理論

的な枠組みの構築、アンケート調査の実施と分析

に関する基本的な手法や考察方法にも長じてお

り、主観性を排除して客観的に結果を見つめなが

らも、一定の目的に沿った整理を行い、そこに込

められた含意を検出していて、研究は安心できる。

さらに論述の展開も論理の組み立ても抽象度にお

いて厳密であり、破綻がない。こうした優れた要

素は、実務家が往々にして陥りがちな、単なる事

実の羅列や、一知半解的な、脈絡のない知識の切

り売りにはならずに、全体を通した体系的で一貫

した緻密な議論の展開に成功を収めることになっ

た。立派に博士論文としての力量を示している。

とはいえ、本格的な研究者としての経験と訓練

が不足し、十分には成熟してないことからくる、

不十分さもいくつか散見される。今後の一層の精

進を期待したい。

第１は論文の完成度においてやや精度を欠くこ

とである。文献の引用と正確さ、論述の仕方、典

拠のあげ方、全体の構成などに関して、未成熟さ

を感じさせるところもあり、実際の激務の傍らで

この博士論文を書き上げたという困難な条件を勘

案しても、今後、より厳密で周到な検討や再吟味、

さらには細心の注意が研究論文を仕上げる際には

大事になろう。この点に日頃から心して欲しい。

第２に本論文のキー概念としての「華人ネット

ワーク」の妥当、有効性に関してである。
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上述したように、この概念を抽出し、それを中心

にして論理を組み立てた点は見事であるが、さて

それがどれだけ中国に固有な概念としての特有性

と妥当性を持つかとなると、今後、一層厳密で詳

細な検討、吟味が必要となるだろう。審査委員会

でもこの点の有効性に関して議論が弾んだが、多

様に解釈できるだけに、ある種の条件付きとなろ

うというのが、その大まかな合意であった。とい

うのは、人的ネットワークの存在とその重視は中

国にとどまらず、広く先進国、途上国において存

在しており、そうなると、中国の場合はどこに特

徴があるのか、また歴史貫通的に全ての時代に共

通のものとして位置づけてよいのか、さらに今後

どのように変遷してくのかなど、興味は尽きない。

これらを射程においた研究の発展が今後大いに期

待されるところである。

第３に国際的な視点と感覚に関しては著者には

十分に備わっているが、今後の中国をめぐる世界、

とりわけアジアにおける状況の変化を考えると、

これまでのように中国への外資の進出という側面

ばかりでなく、中国資本と企業のアジアを中心に

した対外的な進出という要素が急速に強まること

が予想される。そうすると、香港、台湾との関係

や、さらには世界中に散在する華人ネットワーク

の利用がより一層強まると同時に、それらが変化

していくことも予想される。それがやがては中国

国内へも反映されてくることになろう。そうする

と、その影響は否応なく、経済と経営ばかりでな

く、文化やイデオロギー、あるいは政治や軍事に

まで及んでくることになろう。それらを総体とし

て見る総合的な視野が今後はますます必要になる

だろう。こうした視野を十分にもち、グローバル

社会の中での中国の今後をみていく視点を磨き上

げていくと、さらに著者の研究は一段と発展して

いくように思われる。著者の精進を期待してやま

ない。

以上の不十分さは散見されるものの、著者が現

実社会で活躍する社会人であること、さらには博

士課程３年の現役の博士課程在学生であることを

考えると、上記のメリットをもった本論文の価値

はさらに高いと思われる。

＜審査委員会の結論＞

審査委員会は３人による審査に加え、2006年２

月８日には公開審査会を実施して、本人からの詳

細な内容の報告を基にして、忌憚のない意見交換

や質疑応答を行った。その結果を踏まえて、審査

委員会は、本論文が立命館大学学位規程第18条第

１項に基づく博士（国際関係学）に値するとの結

論に達した。

＜試験または学力確認の結果の要旨＞

本論文の提出者は、本学学位規程第18条第１項

の該当者であり、論文内容および公開審査会での

質疑応答を通じて、本論文提出者が十分な学識を

有し、課程博士学位に相応しい学力を有している

と確認した。著者は香港貿易発展局に勤務して、

日頃より中国語と英語の活用に関しては習熟して

いて、高度の外国語能力を有していることは証明

済みである。

以上の諸点を総合し、本論文提出者に対し、博

士（国際関係学）の学位を授与することを適当と

判断する。
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氏　　　　　名：松　村　博　行

学 位 の 種 類：博士（国際関係学）

学位授与年月日：2006年３月24日

学位論文の題名：

「米国の軍民両用技術開発と経済政策

―軍民統合型研究開発プロジェクトの

軌跡―」

審　査　委　員：安齋　育郎（主査）

朝日　　稔

櫻井　公人（立教大学）

＜論文内容の要旨＞

松村論文は、米国において1980年以降に実施さ

れた軍民統合型研究開発プロジェクトの展開を、

同時期に進展した米国のイノベーション・システ

ムの転換過程と関連づけて時系列的に分析し、そ

こからこの時期における研究開発をめぐる軍民関

係の変遷とその特徴、さらには今日の米国のイノ

ベーション・システムにおける軍事研究開発の位

置づけを実証的に明らかにしたものである。

論文の構成は以下の如くである。

序　章　軍民統合型研究開発プロジェクトの理

論的考察

第１章　1970年代までのイノベーション・シス

テムの諸相

第２章　新たな研究開発体制の模索（1970年代

後半－1984年）：VHSIC計画の開始

第３章　経済安全保障の論理からのイノベーシ

ョン政策の展開（1985－92年）：セマ

テック設立を巡る企業・議会・連邦政

府の行動

第４章　包括的な軍民統合型研究開発プロジェ

クトの実施とその終焉：技術再投資計

画（TRP）の展開を中心に（1993年

以降）

第５章　軍事研究開発のグローバル化：日本の

武器輸出３原則緩和に見る日米軍事技

術協力の実態

終　章　米国における軍民統合型研究開発プロ

ジェクトの合意

本論文は、米国で1980年以降に展開された軍民

統合型研究開発プロジェクトを、経済政策、とり

わけイノベーション政策の視点から時系列的に考

察したものである。

本論文は、軍民統合型研究開発プロジェクトを、

軍事・民生のいずれにも利用可能な技術の開発を

目指した連邦政府主導の軍民共同研究開発プロジ

ェクトと位置づけている。その対象は、具体的に

は、第１に1980年から88年まで続いた超高速集積

回路計画（略称VHSIC計画）、第２に1987年に始

まったセマテック、そして第３に1993年から96年

まで行われた技術再投資計画（略称TRP）であ

る。これまでにも、それぞれのプロジェクトが軍

民共同で行われた理由や米国経済におけるその含

意について考察した研究はあるが、この３つのプ

ロジェクトを統合的かつ時系列的に扱った研究は

ほとんど存在しなかった。松村論文は、こうした

手法を採用することによって、先行論文で論じら

れてこなかった以下の点を明らかにしている。

すなわち、米国のイノベーション・システムに

おける軍事、民生間の関連性（リンケージ）の変

化である。1970年代後半から2000年代にかけて、

米国のイノベーション・システムが大きく変化し

たことはこれまでに多くの研究が指摘している。

しかし、そこで指摘されたことは、主に企業間あ

るいは企業－大学間の変化であり、軍事研究開発

セクターとそれらとのリンケージがどのように変

化したのかを論じたものはあまりなかった。

松村論文は、米国で1980年代に始まったイノベ

ーション・システムの転換の特徴を、研究開発主

体（主に企業）間のネットワーク化、そしてグロ

ーバル化にあると捉えている。そして、軍民統合

研究開発プロジェクトを、それまで閉鎖的であっ

た軍事研究開発セクターの民生セクターに対する

ネットワーク化の動きとして位置づけ、これが最

終的に不成功に終わるまでの過程を実証的に追う

中から、ふたたび閉鎖性を高めた今日の軍事研究

開発セクターの特徴を描き出している。松村論文
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は、軍事研究開発セクターが当初の予定どおり軍

民統合型研究開発プロジェクトを推進できなかっ

た最大の理由を、国境を前提とした「軍事の論理」

が、グローバルな展開も視野に入れた企業の研究

開発のネットワーク化の動きを受け容れられなか

ったことに求めている。

同時に、松村論文は、ミサイル防衛をめぐる日

米共同研究開発プロジェクトの実態を概観するこ

とを通じて、軍事研究開発においても「軍事の論

理」に基づいたグローバル化が展開されている状

況を明らかにしている。

各章の概要は以下の通りである。

序章は、松村論文の目的の設定、キータームの

定義、および、分析視角の規定を中心としている。

ここでは特に「国のイノベーション・システム」

の定義が重要となっているが、これについてはガ

リとチューバルの定義を援用し、「科学的・技術

的知識の創造、普及および応用に向けて、ある特

定の国において機能している組織、制度、および

連携の組み合わせ」と規定している。次に、スピ

ンオフ概念の整理を行い、軍事研究開発からのス

ピンオフが米国経済に果たした役割を肯定的にみ

る議論と否定的にみる議論を紹介し、松村論文が

スピンオフをどう捉えているかを明らかにされ

る。そして、軍民両用技術概念の規定を行う中で、

スピンオフがどのような技術領域で発生するのか

を明らかにしている。

第１章は、議論の前史的な位置づけを行なって

いる。ここでは、米国のイノベーション・システ

ムが確立された後、それが第２次世界大戦を経て

どのように変化したのかを、連邦政府の役割（イ

ノベーション政策）の変化を中心に考察している。

特に、第２次世界大戦を契機に軍を中心とする研

究開発に大学や企業の「頭脳」が動員され、それ

が冷戦の訪れによって恒常化された過程を分析す

る中から、「連邦政府の役割の増大と軍事研究開

発の飛躍的な拡大」という、この時期における米

国のイノベーション・システムの転換の特徴を指

摘している。

続く第２章～第４章では、本論文の議論の中心

となる３つの軍民統合型研究開発プロジェクトの

分析に充てられている。

第２章は、VHSIC計画が策定され、実施され

た背景とその展開に関する記述を中心としてい

る。併せて、同時期に企業や連邦政府が、それま

での研究開発のあり方を見直し、時代に即した研

究開発戦略やイノベーション政策を模索するよう

になった背景とその後の展開についても概観して

いる。VHSIC計画の特徴点は、第１に、部分的

にではあるが軍事技術を凌駕する民生技術が現れ

たこと、第２に、国防総省が研究開発に民生企業

の力を導入しようとしたこと、そして第３にそれ

まで国防総省と距離を置いていた民生半導体企業

が、軍事研究開発に参加する意思を見せたことな

どが挙げられる。しかし、VHSIC計画は当初の

計画を達成することなく失敗に終ったのだが、松

村論文では、その理由を、計画の遂行に際して国

防総省が貫いた「軍事の論理」と、民生企業の思

惑の齟齬に求めている。

第３章は、半導体製造装置開発のためのコンソ

ーシアム「セマテック」が誕生するまでの過程と、

その特徴の分析を中心としている。対象年代は

1980年代後半から1990年代前半であるが、この時

代はまた、企業の研究開発のネットワーク化が進

展し、連邦政府のイノベーション政策もそれを制

度面で積極的に支援するようになった時代でもあ

る。その中で、半導体製造技術で日本を追い越す

という目標が掲げられるなど、「国家プロジェク

ト」としての色合いの濃いセマテックがなぜ誕生

したのか、そしてなぜここに国防総省が資金を拠

出したのかを、経済安全保障概念をキーワードと

して分析している。そして、「国家プロジェクト」

としてのセマテックに参加した米国の半導体企業

が、同時に日本企業を含む海外企業との研究開発

の戦略的提携を模索していたという事実を指摘

し、研究開発や技術をめぐる「国家の論理」と

「企業の論理」の差異を明らかにしている。

第４章は、クリントン政権下で推進された技術

再投資計画（TRP）の分析を中心としている。
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TRPの運営には、国防総省の他にも４省庁・機

関が参画していたために、一見「平和の配当」の

スローガンに即した「軍民転換」プログラムのよ

うに見受けられるが、しかしそこには軍民統合と

いう目的も併せて含まれていた点を明らかにし、

これが冷戦後の低予算下でも存立しうる、精強で

コンパクトな軍事研究開発基盤づくりに向けた一

つの道筋であったと位置づけている。しかし同計

画は、開始後わずか４年で突然終焉を迎える。そ

の要因について松村論文は、企業の競争力回復、

政治環境の変化、軍需産業の再編、そして国防費

の再増加など幾つかの視点から分析し、そこから

TRPが、換言すれば、軍民統合型研究開発プロ

ジェクトへの「需要」が消滅した理由を明らかに

している。またこの章の最後の節では、セマテッ

クの1990年代の展開を跡づけることを通じて、研

究開発のグローバルな展開をも視野に入れたネッ

トワーク化を志向する企業と、国境の存在を前提

とした国防総省の思惑との齟齬、言い換えれば、

経済安全保障概念の陥穽を改めて指摘している。

第５章では、国防総省の論理すなわち「軍事の

論理」に基づいた軍事研究開発のグローバル化が

進展しつつある現状を、1999年から進められてい

るミサイル防衛（MD）システムの日米共同研究

（開発）を事例に分析し、国防総省が、米国の民

生企業からの軍民両用技術の取り込みを諦めつつ

も、代わって日本企業の軍民両用技術の導入を試

みているという状況を指摘している。これより、

日米間の共同軍事研究開発が、軍民両用技術の取

得のためのルートという役割を併せもっていると

いう特徴を明らかにしている。

松村論文は、終章において、前章までの議論を

総括し、結論を導いている。冒頭に述べた通り、

本論文の目的は、1980年代から1990年代を通じて

進んだ米国のイノベーション・システムの転換過

程において、軍事研究開発セクターの民生セクタ

ーに対するリンケージがどのように変容してきた

のかを明らかにすることであるが、以上の議論か

ら、閉鎖的な軍事研究開発セクターを部分的に開

放し、軍民間のネットワークを構築しようとした

試みが結局不成功に終わったことを結論づけてい

る。その理由について松村論文は、国境を前提と

した「軍事の論理」が、グローバルな展開を視野

に入れた企業による研究開発のネットワーク化の

動きを受け容れられなかった点に求めている。す

なわち、軍事研究開発セクターは、軍民間の壁を

低くして研究開発のネットワークを充実させ、軍

事セクターにとっても有益なイノベーションを活

発化させるというメリットよりも、軍事機密の漏

洩を防止し、重要な技術を秘匿するというメリッ

トの方を選択したということである。最後に松村

論文は、軍事研究開発セクターがこうした選択肢

をとった背景に、冷戦終結による安全保障環境の

変化や、1990年代中盤以降の国防費の増額などが

あることを併せて指摘している。

＜論文審査の結果の要旨＞

松村論文の特徴は、1980年代～90年代の米国に

おいて追求された軍民統合型研究開発プロジェク

トを、経済政策（とりわけ、イノベーション政策）

の視点から軍民関係の変容に焦点を当てて実証的

に跡づけ、同プロジェクトが、1980年～88年の

「超高速集積回路計画」（VHSIC計画）、1987年を

基点とする半導体製造装置開発のためのコンソー

シアム「セマテック」、1993年～96年の「技術再

投資計画」（TRP）を経て、結局は成功を見るこ

となく終息した原因を総合的に明らかにしたこと

である。

同論文は、序章で目的の設定、基本的概念と分

析視角の明確化および先行研究の総括を行い、第

１章でイノベーション政策の前史を概括した上

で、第２章（VHSIC計画）、第３章（セマテック）、

第４章（TRP）で本論を展開、第５章ではミサ

イル防衛システムをめぐる日米共同開発プロジェ

クトを切り口に軍事研究開発のグローバル化をめ

ぐるもう一つの側面について補強的な検討を行な

い、終章で、軍民間ネットワークの構築の試みは

結局のところ不成功に終わったことを結論づけ、

その理由として、「軍事の論理」が国家機密の壁

の打破を許さず、民間企業による研究開発ネット
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ワークのグローバル化の動きを受容できなかった

点に求めている。

論文審査の過程では、主として次の９点をめぐ

って論議が行なわれた。

第１の点は、著者は「連邦政府が民間の研究開

発に関与しないことが“常態”である」との認識

を示しているが、19世紀まではむしろ「連邦政府

が研究開発に関与することの方が“常態”だった」

のではないかという点である。これに対して、著

者は、第２次世界大戦および戦後冷戦期は、それ

以前の米国の歴史上の時期とは比肩すべくもない

特異性を有するものであり、19世紀に見られた連

邦政府の関与の態様をもって、本論文が検討対象

としている時期の「常態」と考えることはできな

いとの認識を示した。

第２の点は、「国防調達や軍事研究開発は、米

国型の産業政策と言えるのではないか」との指摘

であるが、著者は、部分的にはそのような側面が

あることを認識しつつも、国防調達や軍事研究開

発が産業に影響を与えることはあくまでも二義的

な効果に過ぎず、逆に、そのことに伴う「負の側

面」も併せ考える必要があることを指摘した。

第３の点は、「経済安全保障概念の隆盛は一時

的な流行に過ぎないか」という問題であるが、著

者は、国際政治学や安全保障論の分野ではそのよ

うな見方がなされている傾向が認められるが、経

済や産業政策の視点からはこうした見方に再検討

を加える余地があると感じており、今後の研究課

題であるとの認識を示した。

第４の点は、「スピンオフは1990年代にも見ら

れたが、現在は、スピンオフ・スピンオンのいず

れが主流であると考えられるか」という問題であ

るが、著者は、本論文が扱っている半導体分野で

は民生が優越しているものの、国防依存度の高い

航空宇宙産業では依然としてスピンオフが見られ

るので、この問題を論じる場合には産業分野ごと

に丁寧な検証を行なう必要があるとの認識を示し

た。

第５の点は、「クリントン政権の経済政策は、

ライシュ・タイソンらに象徴される“産業政策重

視”を結果的には放棄したが、代わりにどのよう

な経済的イデオローグを経済政策の中心に据えた

のか」という問題提起であるが、著者は、現時点

ではその点について明快な認識を持ち得ていない

ので、今後の検討課題としたい旨の認識を述べた。

第６の点は、「米国防戦略の要諦である宇宙、

核技術を頂点とした技術体系は、その基本的性格

においてそもそも民生技術とは異なるので、軍民

両用技術の範囲はもともとそう大きくはないので

はないか」という指摘であるが、著者は、軍事技

術革命の要諦は兵器技術そのものではなくネット

ワーク技術であり、ネットワーク技術では軍民両

用性があること、および、1990年代にミルスペッ

ク（米国防省による軍需品の標準化規格）を緩和

し、民生技術や製品を取り入れる道筋を拡大した

ことも事実であるとの認識を示した。

第７の点は、「ベンチャー・キャピタルとして

の国防総省の役割をどう評価するか」という問題

であるが、これについて著者は、国防高等研究計

画局（DARPA）がその役割を担ってきたこと、

一般にIT関連産業の興隆に対するDARPAの貢献

はしばしば言われているが、これに関する実証的

な研究は米国においても殆ど存在しないのが現状

であり、今後の検討課題としたい旨の認識を示し

た。

第８の問題は、「GATT（関税及び貿易に関す

る一般協定）の例外規定として“安全保障特例”

をどう効果的に利用するかが米国を含む先進国の

産業政策の課題となっているが、これをどう考え

るか」という問題提起であるが、著者は、従来こ

の点について十分な関心を培って来なかったの

で、今後の検討課題としたい旨の認識を示した。

第９の問題は、第５章（軍事研究開発のグロー

バル化：日本の武器輸出３原則緩和に見る日米軍

事技術協力の実態）の論文全体における位置づけ

の問題であるが、国防総省が、米国の民生企業か

らの軍民両用技術の取り込みに代わって、日本企

業の軍民両用技術の導入を試みている状況をミサ

イル防衛システムの日米共同開発プロジェクトを

切り口に指摘している点で興味深い章ではあるも



218 （ 218 ）

立命館国際研究　19-1，June 2006

のの、著者としても、もともと相対的独自性をも

って執筆した論文であるため、章間の接合にやや

不自然さが残ったとの認識を示した。

審査委員による論文審査および公開審査を通じ

て、松村論文は、主題に関わって更に検討・深化

させるべき幾つかの問題をもちながらも、全体と

して、論文の目的・使用概念・分析視角の明確化、

先行研究の総括、広範な参考文献の渉猟（日本語

文献118点、英語文献124点）を基礎とする実証的

展開（注釈374ヶ所）、主題を構成する諸要素につ

いての分析と総合を踏まえた結論の導出、今後の

発展方向についての認識等、博士（国際関係学）

の学位を授与するに十分値するものと認められ

た。

＜試験または学力確認の結果の要旨＞

申請論文が、博士論文にふさわしい内容を持っ

ていること、および、公開審査会での報告と質疑

においても申請者が論文の内容について深い理解

を有し、かつ質問に対して的確な説明をする能力

をもつことが確認された。

申請者は、本論文の作成に当たって、多数の英

語文献を使用しており、英語に関して十分な能力

を有するものと判断する。さらに、立命館大学学

位規程第25条第２項該当者であり、筆記試験によ

る学力確認を免除した。

審査委員会は、以上の諸点を総合的に判断して、

本学学位規程第18条第２項に適合するものと判断

し、申請者に博士（国際関係学）の学位を授与す

ることを適当と認める。

申請者は，本論文の作成に当たって，多数の英

語文献を使用するとともに，米国では修士号を取

得しており，英語に関して十分な能力を有するも

のと判断する。さらに，立命館大学学位規程第25

条第１項該当者であると認め，筆記試験による学

力確認を免除した。

審査委員会は，以上の諸点を総合的に判断して，

本学学位規程第18条第２項に適合するものと判断

し，申請者に博士（国際関係学）の学位を授与す

ることを適当と認める。
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学 位 の 種 類：博士（国際関係学）

学位授与年月日：2006年３月24日

学位論文の題名：

「インドのソフトウェア輸出戦略の歴

史と発展―開発工程分業化による国際

分業体制と新たな輸出戦略の出現―」

審　査　委　員：朝日　　稔（主査）

星野　　郁

伊田　昌弘（阪南大学）

＜論文内容の要旨＞

本論文は、現在のグローバル化された経済にお

いて特徴的な、世界的に統合され、一体化された

生産・流通システムの下での国際的な経済活動の

展開過程を、今日のIT化の進展に沿ったインド

のソフトウェア産業の態様を中心において分析し

たものである。近年、BRICsという言葉が唱えら

れ、インドは中国と並んでアジアにおける成長の

軸として期待を集めるようになってきている。と

りわけ、インドにおけるソフトウェア産業の発展

は目を見張るばかりである。そこでソフトウェア

の開発段階に注目し、その国際的に統合された開

発・生産システムの中でのインドの果たしている

国際分業上の役割と、その成果としての輸出促進

の戦略と活動を中心に据えて、その内容を分析的

かつ政策的に検討している。これらのことの解明

は今日のグローバル経済の実態、とりわけ情報

化・IT化の内実を国際的なメカニズムの形成と

展開の中で明らかにすることになり、かつまたイ

ンド経済の将来、ひいてはアジア全体の将来像を

展望できる、極めて今日的で、重要な課題でもあ

る。著者の試みは極めて野心的である。本章の構

成は以下のとおりである。

序　章　インドのソフトウェア輸出戦略の研究

に向けて

第１章　発展途上国のソフトウェア産業・企業

の輸出戦略―分析視角の整理―

第２章　インドのソフトウェア産業の輸出戦略

と実態

第３章　インドのソフトウェア企業の輸出戦略

（１）―事例研究：ソフトウェア企業

の成長過程

第４章　インドのソフトウェア企業の輸出戦略

（２）―事例研究：今日のソフトウェ

ア企業の専門特化現象―

終　章　インドのソフトウェア輸出戦略―結論

と考察―

附　論　SOFTWARE DEVELOPMENT

PROCESS AND SOFTWARE

EXPORT STRATEGY OF

DEVELOPING COUNTRIES

参考文献一覧

まず序章においては分析視角を明確にし、本論

文の課題を明示している。そこでは先行研究を綿

密にフォローしたうえで、本論文の独自な意義を

明らかにする。本論文の課題は第１に開発工程に

おける国際的な分業の可能性がインドにもたらし

た絶好の機会と同時に克服すべき障害の存在、第

２にインドが組み込まれた国際分業体制の意味と

内容、そして第３に障害を越えて成長していった

インドの成長戦略の積極性とその成功の秘密を明

らかにすることだと明示する。そしてこれらを明

らかにすることを通じて、今日のグローバル化さ

れた世界経済の中での、広く発展途上国における

ソフトウェア産業の成長の意味と秘訣、そしてそ

のための戦略の有効性についての考察を深めるこ

とができる。特に歴史的な発展過程を跡づけるこ

とによって今日の成長の根拠を探ることと、それ

を企業の事例研究を通じて多様性と同時に共通性

をも明らかにして、一般性を得ることをここでの

分析の眼目においている。

第１章は分析視角の整理に当てられているが、

そこでは、ソフトウェア開発段階における低付加

価値工程と高付加価値工程への国際的な分業体制

形成の根拠と条件を明らかにして、前者に特化可

能な発展途上国のソフトウェア産業の位置、その
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際の工程上の役割分担とその成果の輸出促進戦略

について考察している。まず、ソフトウェア開発

段階での国際的な分業体制の形成は、発展途上国

のソフトウェア企業にとって参入しやすい、参入

障壁の低い低付加価値工程を独自の領域として創

出することになった。この工程では低コストでか

つ一定の熟練度をもった労働力の存在が競争力の

要となる。そして、発展途上国のソフトウェアの

輸出戦略は、なによりもプログラミングとメンテ

ナンス段階から参入することであり、これが最も

容易で現実的な戦略であった。これらの段階はソ

フトウェア開発段階では最も低い段階であるが、

同時に参入障壁が低く、そして低コスト労働力が

強い競争力となる段階でもある。発展途上国が採

り得るソフトウェア輸出戦略とは、始めにこのプ

ログラミングとメンテナンス段階から参入して、

段階をステップアップすることが現実的で妥当な

ものだと考えられる。ただし、段階のステップア

ップにつれて、要求定義段階とパッケージソフト

ウェア市場へ進むときには一定の壁が存在するこ

とに注意しなければならない。また、要求定義段

階を境界として、発展途上国が低付加価値工程を

担当することは、ソフトウェアの国際分業体制に

おいて下請けとして組み込まれる恐れがあり、そ

こから抜け出せなくなる危険もあることに、同時

に注意しなければならないとしている。

第２章では、インドのソフトウェア産業が採っ

た輸出戦略について分析と検証を加えている。ま

ず、インドのソフトウェア産業の輸出戦略は、ソ

フトウェア開発段階の下流である低付加価値工程

から段階的にステップアップするものであった。

ソフトウェア開発段階が分業化したことで低付加

価値工程が創出されて、それがインドへ移転した

ことが、インドのソフトウェア産業にとって重要

な成長要因だった。そして、インドのソフトウェ

ア産業は、主にプログラミングや既存アプリケー

ションの管理、メンテナンス、移植といったソフ

トウェアサービスに牽引されて成長した。ただし、

インドのソフトウェア産業がそのような輸出戦略

を採用した結果、アメリカとインドの間で高付加

価値工程と低付加価値工程間の分業が行なわれる

という、国際分業体制が構築されたことに注意し

なければならない。その後、ソフトウェア開発の

下流工程を行ないながら、インドのソフトウェア

産業は、ソフトウェア開発の段階を着実に昇り、

要求定義などの上流工程を行なう能力を身に付け

ることとなった。そしてインドのソフトウェア産

業は、今日ソフトウェア開発段階の上流である高

付加価値工程まで到達するようになった。しかし

ながら、インドのソフトウェア産業では、プログ

ラミングや既存アプリケーションの管理、メンテ

ナンスと、カスタムアプリケーション開発とが、

共に主力として両立している状態にある。これは、

インドのソフトウェア産業が、パッケージソフト

ウェア市場へとステップアップしてはいないこと

を示している。

第３章と第４章では、インドのソフトウェア企

業が採った輸出戦略について事例研究をおこなっ

ている。ここでは代表的な企業とのインタビュー

を通じてそれぞれの企業戦略の特徴を析出すると

同時に、それらを基にしたより深い考察によって、

一般的なパターン化（分類）、特徴づけ、そして

全体としての発展過程を推論し、自らの理論的前

提の検証をおこなっている。本論文の独自性と現

実性を特徴づける重要な章である。

まず第３章ではインドのソフトウェア企業の輸

出戦略は、1995年前後を境として、転機を迎える

ことが明示される。1995年以前は、インドのソフ

トウェア企業の輸出戦略は、インドのソフトウェ

ア産業の検証結果と一致しており、ソフトウェア

開発段階の下流である低付加価値工程から段階的

にステップアップするものであった。このことは

企業のインタビューを通じて明らかになった。特

にソフトウェア開発段階の分化がインドのソフト

ウェア企業の成長を説明する上で妥当であり、海

外市場や外国企業（多国籍企業）との結びつきが

輸出振興の原動力になったことが企業とのインタ

ビューを通じて傍証され、そして1995年頃を転機

にして、大きく転換したことをこれらの企業が率

直に表明している。
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第４章では1995年頃を転機として、それ以降、

インドのソフトウェア企業は、ソフトウェア開発

段階の上流である高付加価値工程をも次第に扱う

ようになったことを企業のインタビューから明ら

かにする。この転機は、インターネットの普及と

発展、ソフトウェアとパーソナルコンピュータの

技術革新と関連があると推察される。それは同時

にインドのソフトウェア企業が一段を飛躍してい

く契機にもなった。そして、インドのソフトウェ

ア企業の現在の戦略は、大企業と中小企業で趣が

異なっている。大企業では、産業分野で多様化と

専門特化を並立させて、その輸出先をアメリカに

特化する傾向があり、それは産業分野の多様化と

専門特化の並立、つまりは「アメリカ特化型の輸

出戦略」と名付けることができる。一方、中小企

業では、特定産業分野に専門特化して、アメリカ

以外の市場に特化する傾向があり、産業分野専門

特化であり、「非アメリカ特化型の輸出戦略」と

いえるだろう。

そして終章で、本論文で行なう分析と検証の総

括を行ない、本論文の成果と課題、そして今後の

課題について考察を加えている。ここでの結論は、

第１に開発工程の分化がインドにもたらした機会

と障害に関しては、低労働コストで一定の熟練度

を持った労働力の存在が国際的な競争力の源泉と

なる低付加価値工程のそこでの独自的な定在を生

み出したこと、そして上流工程へのステップアッ

プを図る上で障害となる要求定義段階が存在する

ことを指摘し、なおかつ全体としては前者の機会

のほうが大であったと結論づけている。第２にイ

ンドが組み込まれた国際分業体制に関しては、ア

メリカとインドの間で高付加価値工程と低付加価

値工程間の国際分業体制が敷かれるようになり、

インド経済への貢献を果たしたが、同時にアメリ

カへの依存体質も生み出されるようになったこと

が指摘できる。ただし、それにとどまらず、下請

からの脱却の芽も見て取れることができることに

留意しなければならない。第３に障害を乗り越え

て成長してきたインドの成長戦略は全体としては

産業分野と地域での特化傾向をもつが、子細にみ

ると、大企業では多様化と専門特化の並立と対米

輸出中心が、中小企業では特化とアメリカ以外へ

の輸出が中心になっていることがわかる。総じて

ソフトウェア産業はインドの経済成長に貢献した

が、それが低付加価値工程に中心をおき、かつ世

界のソフトウェア市場の拡大期に遭遇したという

事実にも留意しておかなければならない。

＜論文審査の結果の要旨＞

本論文の意義は、まず第１に著者のテーマ設定

の今日性と緊要性にある。IT化の進展とグロー

バル経済の出現という今日の世界経済の新たな様

相を前提にして、その重要な要因であるソフトウ

ェア開発と生産の国際的な連携と分業関係の成立

に着目し、それを直接のテーマとして取り上げた

点は野心的である。とりわけ、BRICsの一翼とし

てのインドの経済成長が注目されている中で、そ

の中軸を担うソフトウェアの輸出戦略に焦点を当

て、その実態を分析的かつ政策的に、主要企業と

のインタビューを含めて検討し、一定の結論の導

出に成功したことは大いに評価されよう。しかも

著者の視点は現実に根ざしており、そして分析に

あたってもさまざまな要素を全体として過不足な

くとりあげ、バランス感覚のきいた総合的な評価

を行っており、かつ叙述にあたっても明快に論旨

を展開していて、首尾一貫している。

第２に、ソフトウェアを取り上げている点であ

る。従来、多国籍企業が主導するグローバル化で

の国際分業体制の形成と展開に関する研究は、モ

ノ作り（ハードウェア）に関するものがほとんど

であった。近年、ソフト分野における国際分業が

注目される中で、それをいち早く取り上げて解明

したことは、経済のサービス化や知識の商品化と

いった21世紀の世界経済の動向にも沿うものであ

り、新たな領域を開拓するものとして評価できる。

しかもアメリカの高付加価値工程にたいしてイン

ドが低付加価値工程を担当し、両者の間の国際分

業体制が形成される条件を明らかにして、そこに

後者の前者への依存体質（さらに進めば従属的な

契機）が形成されかねないことを指摘している点
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は、先進国と途上国との今日の国際分業関係の本

質に迫るものである。同時に、著者はインドがこ

の先もこの役割に終始するとは考えず、そこから

の脱却の可能性、上流工程へのステップアップや

その先にあるパッケージソフトウェアへの発展の

芽も指摘している。こうしたダイナミックな視点

は著者の研究の今後の発展の可能性を期待させる

ものである。

第３に、代表的な企業とのインタビューを通じ

て、論理展開と分析に真実みを添えたことである。

ここで選ばれた企業はインドの当該分野をそれぞ

れに代表できるものであり、貴重なものである。

その際に1995年を画期として考える視点、確立さ

れた大企業ばかりでなく、新興の中小企業も選ん

でいる点、アメリカとの関係が濃厚なものばかり

でなく、それ以外の国への輸出を展開している企

業を選ぶなど、工夫が凝らされ、その結果得られ

た成果が本論文の信憑性を高め、奥行きを深めて

いる。特に1995年以後のインドのソフトウェア産

業の急速な変化に焦点を当てた点は、従来の研究

水準を超えた新たな領域の開拓であり、学会への

貢献も高いものである。

第４に、当然のことながら、実証的な姿勢の堅

持、資料の発掘と分析、文献の渉猟と正確な理解、

インドでの報告を含め、関連する学会での成果の

報告と討論など、学術論文に仕上げていく上での

著者の努力と追求は着実かつ適切なものと考えら

れる。そしてこれまでの学会での研究成果の確認

の上に、著者の独自の見解を披瀝しており、学会

への積極的な貢献と論文としての独自な意義と完

成度は高いものである。

以上、本論文の基本的な価値に関して述べたが、

同時に、発展途上の研究者としての一定の未熟さ

や、それ故に今後一層深めて欲しい点もいくつか

散見される。

第１にソフトウェア開発にあたってインドが特

別の優位性を発揮できた条件に関して、主にイン

ターネットの普及と労働要因とインドの輸出戦略

に求めているが、それにとどまらず、インドの特

殊な地理的要因、とりわけアメリカとの時差の存

在をどう考えるかである。この点は看過できない

ところなので、さらに考察を深める必要があろう。

第２に戦略を問題にする限りは、インド政府の

輸出振興策と企業の対応との関係に関して、さら

に踏み込んだ検討や考察がなされると、さらに説

得力を持ち得たであろう。とりわけ、歴史的な考

察に心がけているのであるから、本論文とは別に、

インドのソフトウェア開発戦略そのものの歴史的

な経緯を跡づける研究成果が将来出されることを

念願したい。

第３に経済学上の概念としてのサービスに関す

る定義や概念、そしてその内容や運動形態など、

とりわけ国際的なサービスの移動に関してはこれ

を学問的に深めることが求められる。それらは著

者に固有の研究課題では必ずしもなく、むしろ学

会全体が解明を求められている課題であるが、そ

れらに関する知見を深め、一定の見識を持つこと

が著者の研究をさらに発展させ、重みのあるもの

にしていく上で大事となろう。

第４に下流工程から上流工程への発展の可能性

に関して考察を深めていくには、アメリカ側の要

因ばかりでなく、インド側の固有の要因に関して

も十分に目配りしていくことが大事で、そうした

場合、大企業と中小企業との関係や、インド国内

でのソフトウェア需要の発展に関しても分析し、

その将来展望を予測することが将来この研究を基

礎にさらに発展させる上で望まれるだろう。

以上の諸点は今後著者がさらに研究を深めてい

く際に望まれるものであり、このことは本論文の

意義と価値を損なうものではない。

＜審査委員会の結論＞

審査委員会は３人による審査に加え、2006年１

月26日には公開審査会を実施して、本人からの詳

細な内容の報告を基にして、忌憚のない意見の交

換や質疑応答を行った。その結果を踏まえて、審

査委員会は、本論文が立命館大学学位規定第18条

第２項に基づく博士（国際関係学）に値するとの

結論に達した。
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＜試験または学力確認の結果の要旨＞

申請者は2003年３月に国際関係学博士課程後期

課程の必要単位を全て取得した。論文の内容と水

準に加えて、公開審査会での報告、質疑応答にお

いても申請者が論文内容に関して深い理解を有

し、かつ説得力ある説明を行った。また申請者は

本論文の作成のためにインドのソフトウェア企業

へのインタビューを行い、またその成果の一部を

インドでの国際会議において報告し、国際的な場

での意見交換を行っている。さらに英語文献を多

数渉猟し、読み込み、利用し、また英語による要

旨の提出も行っている。英語に関しては十分な能

力を有するものと判断する。さらに同規定第25条

第２項該当者であることから、筆記試験による学

力確認を免除した。

審査委員会は以上の諸点を総合的に判断して、

審査論文は本学学位規定第18条第２項により、博

士（国際関係学）の学位を授与することを適当と

認める。




